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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社グループは潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については記載

しておりません。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれる事業の

内容について、重要な変更はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期 

第２四半期 
連結累計期間

第91期 
第２四半期 
連結累計期間

第90期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 258 206 448

経常損失 (百万円) 18 8 51

四半期純利益又は 
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) △17 8 △48

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △71 11 △21

純資産額 (百万円) 1,041 1,102 1,091

総資産額 (百万円) 1,987 1,993 2,001

１株当たり四半期純利益金額又は１株
当たり四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △1.41 0.66 △3.95

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.4 55.3 54.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 11 △2 14

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △20 32 △32

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △22 △15 △36

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) 76 68 53

回次
第90期 

第２四半期 
連結会計期間

第91期 
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日

自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日

１株当たり四半期純損失金額 (円) 0.73 0.09

２ 【事業の内容】



  

当社グループは、改善の兆しはあるものの、継続して経常赤字の計上を余儀なくされ、黒字転換が喫
緊の最重要課題であると認識している中で、経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあ
るリスクには、以下のものがあります。 
(1)繊維市況の低迷、国内マーケットの縮小に伴い、販売先からの受注量が発注する会社の判断により

漸減する可能性があります。 
(2)商品開発は、他社との競争に勝つため不可欠な活動でありますが、市場の評価を仰ぐものであるた

め、タイムリーかつ正確な判断はできません。 
(3)当社グループは、継続的に営業損失を計上し、第２四半期連結累計期間においても9,312千円の営業

損失を計上しております。こうした状況から当社グループには、継続企業の前提に関する重要な疑
義が存在しております。 

  なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において判断したものでありま
す。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約の決定又は締結等は行われておりません。

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ(当社及び連結子会
社)が判断したものであります。  

  

(1)経営成績の分析  

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、安倍政権の経済政策『アベノミクス』への期待
が続く中、日銀による異次元金融緩和を背景に円高の是正・株高が進み、大企業中心に景況感は改善
に向かっており、個人消費も持ち直しつつあります。また、2020年のオリンピック開催が東京に決ま
ったことから、景気回復への期待が高まっております。 
足元の国内景気は、個人消費が底堅く生産及び設備投資も上向いており、自動車販売が好調なこと

に加え、住宅関連ではマンション・一戸建ての増税前の駆け込み需要で好調に推移しております。し
かしながら、先行きについては2014年４月から８％への消費税増税が決まったことから、駆け込み需
要の反動減に対する懸念も不安視されております。また、中国・新興国の景気減速や米国の財政問題
など、海外景気の下振れリスクによる影響も懸念されております。 
繊維景況は、衣料関係では百貨店の衣料販売が前年比増加となっております。高密度長繊維織物は

国内外ともに在庫調整が進展し、円安による輸出採算が大幅に改善し、回復基調にあります。一方、
ユニフォーム・ワーキングウエアは在庫調整が解消しきれておらず、低調に推移しております。資材
関係では、自動車関連資材が堅調に推移し、カーテン関係は新規住宅着工件数が堅調にもかかわら
ず、輸入製品増加により低調となっております。 
当社の産業資材分野では、主力商品であるアラミド繊維（高機能難燃繊維）・高強力繊維ともに自

動車関連資材向けは比較的堅調に推移し、アラミド繊維全体の売上高は前年同四半期に比べ1,184千
円増加し110,996千円となりました。また、一般衣料紡績糸はユニフォーム用の在庫調整が長引き、
インテリア用についても減少となりました。一方、昨年から取り組んでいるインナー用紡績糸は本格
生産となりましたが他用途の減少を補うに至らず、一般衣料紡績糸の売上高は前年同四半期に比べ
52,603千円減少し、95,709千円となりました。 
このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社）の業績は、ポリエステルを中心に受注

減少が響き、売上高は前年同四半期に比べ51,418千円減少し、206,706千円となりました。 
この間、受注減少に伴う生産体制の見直しを行い、製造原価・販売管理費の圧縮に努めましたが、

営業損失は9,312千円（前年同四半期は15,442千円の営業損失）、経常損失は8,380千円（前年同四半
期は18,667千円の経常損失）となりました。特別利益に投資有価証券売却益15,271千円を計上した結
果、四半期純利益は8,133千円（前年同四半期は17,424千円の四半期純損失）となりました。 
  

(2)財政状態の分析 

総資産は、前連結会計年度末に比べ7,811千円(0.4％)減少し、1,993,364千円となりました。この
減少の主な要因は、現金及び預金が14,633千円、売掛金及び受取手形が22,076千円増加したことによ
り流動資産が28,421千円増加した一方で、減価償却費の計上等により有形固定資産が22,526千円、投
資有価証券売却により投資その他の資産が13,291千円それぞれ減少したこと等によるものでありま
す。 
負債は、前連結会計年度末に比べ19,150千円(2.1％)減少し、890,603千円となりました。この減少

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



の主な要因は、短期借入金が15,040千円減少したことによるものであります。 
純資産は、前連結会計年度末に比べ11,338千円(1.0％)増加し、1,102,761千円になりました。この

増加の主な要因は、保有株式の時価が上昇したことにより、その他有価証券評価差額金が3,204千円
増加したことと、四半期純利益を計上したことにより利益剰余金が8,133千円増加したことによるも
のであります。 
  

(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、68,318千円
となりました。当第２四半期におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は2,134千円（前年同四半期は

11,122千円の増加）となりました。資金が減少した主な要因は、業績が低調に推移したことによるも
のであります。 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の増加は32,612千円（前年同四半期は

20,951千円の減少）となりました。資金が増加した主な要因は、投資有価証券の売却による収入が
33,359千円あったことによるものであります。 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は15,845千円（前年同四半期は

22,302千円の減少）となりました。資金が減少した主な要因は、短期借入金及び長期借入金の返済に
よる支出が15,040千円あったことによるものであります。 
  

(4)事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象を解消し、又は

改善するための対策               

当社グループは、継続的に営業損失を計上し、当第２四半期連結累計期間においても9,312千円の
営業損失を計上しております。こうした状況から当社グループには、継続企業の前提に関する重要な
疑義が存在しております。  
当社グループは、当該状況を解消するため、当期において以下の対応策を講じております。 

１．受注の確保 
当社の取引先と協力し、高機能繊維を使用した高付加価値商品の開発に取り組むとともに新規取
引先の模索等に取り組み、経営陣が全力で受注確保に努めております。 

２．労務費の削減 
若年層への業務引継、技術継承のためコスト増となっておりましたが、引継等の完了及び製造担
当者の多能工化を図り、年間20百万円の削減を目標としております。  

３．販売費及び一般管理費の削減 
役員報酬の減額や人員配置の見直し等を実施し、年間20百万円の削減を目標としております。 

上記の対応策を実施しておりますが、これらの対策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められます。 
  

(5)事業上及び財務上の対処すべき課題  

当社グループが早急に取り組むべき課題としては、更なる生産の効率化・合理化を遂行し、収益改
善を図ることであります。その具体策として、下記の２点を最重要課題として取り組みます。 
①より効率的な生産体制の構築 
小ロット生産体制及び原着生産体制を構築し、更なる省力化・高付加価値化を実施します。 

②高機能糸の開発 
技術力と生産管理能力の高さを誇る当社は、海外品にシフトを強める定番品にその活路はなく、高

機能糸の開発・生産が生き残りの基本であります。高強力糸・難燃糸に新機能を加え、特殊用途向け
の開発をメーカーとともにすすめます。 

  

(6)研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は7,968千円であります。 
  

(7)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

自動車関連資材向けは比較的堅調に推移しており、また、国内外の在庫調整進展や円安による輸出

採算の大幅な改善により、高密度長繊維織物は回復基調にあります。しかしながら、輸入製品の増加

等により、当社を取り巻く事業環境は不透明な状況が続いております。 

 当社グループといたしましては、徹底したコスト管理、受注環境に合わせた生産体制の構築及び原

糸メーカーとともに高機能糸の開発に取り組み、収益改善に努めております。 



  

  

  

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,631,000

計 54,631,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,911,000 同左
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、1,000株であります。

計 12,911,000 同左 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高 
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成25年７月１日～
平成25年９月30日

― 12,911 ― 714,000 ― 1,257



  

  

  

(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

㈱石川製作所 白山市福留町200 1,489 11.53

直山 秀人 金沢市本多町 928 7.18

北日本紡績㈱ 白山市福留町201－１ 556 4.31

本多 俊昭 東京都あきる野市 521 4.03

帝人㈱ 大阪市中央区南本町１－６－７ 500 3.87

㈱北國銀行 金沢市下堤町１ 450 3.48

北日本紡績取引先持株会 白山市福留町201-1 374 2.89

BNY FOR ING ASIA PTE BANK
(TOKYO RESIDENT)
(常任代理人 株式会社三菱東京
UFJ銀行

ING ASIA PRIVATE BANK LIMITED ９
RAFFLES PLACE，08－01REPUBLIC PLAZA
SINGAPORE 048619
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

300 2.32

ＧＭＯクリック証券㈱ 東京都渋谷区桜丘町20－１ 228 1.76

㈱サクシード 大阪市西区北堀江１－５－２ 193 1.49

計 ― 5,540 42.90



  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  556,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,287,000 12,287 ―

単元未満株式 普通株式   68,000 ― 一単元（1,000株）未満株式

発行済株式総数 12,911,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,287 ―

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

北日本紡績株式会社 石川県白山市福留町201番地１ 556,000 ― 556,000 4.30

計 ― 556,000 ― 556,000 4.30

２ 【役員の状況】



  

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について



１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 53,685 68,318

受取手形及び売掛金 16,759 38,836

製品 9,405 2,358

仕掛品 6,050 3,792

原材料及び貯蔵品 1,325 1,020

その他 8,954 10,276

流動資産合計 96,181 124,603

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 619,210 606,674

機械装置及び運搬具（純額） 75,536 66,332

土地 858,464 858,464

リース資産（純額） 5,640 5,079

その他（純額） 1,710 1,484

有形固定資産合計 1,560,563 1,538,036

無形固定資産   

リース資産 549 343

ソフトウエア 1,081 872

施設利用権 807 807

無形固定資産合計 2,438 2,023

投資その他の資産   

投資有価証券 331,009 317,852

その他 10,983 10,849

投資その他の資産合計 341,993 328,701

固定資産合計 1,904,994 1,868,761

資産合計 2,001,176 1,993,364



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成25年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,963 4,084

短期借入金 547,660 532,620

リース債務 1,610 1,610

未払法人税等 1,187 1,086

賞与引当金 3,594 3,291

その他 23,127 26,311

流動負債合計 586,142 569,004

固定負債   

リース債務 4,888 4,083

繰延税金負債 50,807 51,036

再評価に係る繰延税金負債 251,294 251,294

退職給付引当金 5,680 4,744

役員退職慰労引当金 10,439 10,439

その他 500 －

固定負債合計 323,610 321,599

負債合計 909,753 890,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 714,000 714,000

資本剰余金 1,257 1,257

利益剰余金 △33,736 △25,603

自己株式 △57,352 △57,352

株主資本合計 624,167 632,301

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 19,430 22,635

土地再評価差額金 447,824 447,824

その他の包括利益累計額合計 467,255 470,459

純資産合計 1,091,422 1,102,761

負債純資産合計 2,001,176 1,993,364



(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

売上高 258,125 206,706

売上原価 215,551 168,981

売上総利益 42,573 37,724

販売費及び一般管理費   

運送費及び保管費 5,791 4,350

役員報酬 8,573 6,150

給料及び手当 18,315 14,176

賞与引当金繰入額 1,050 330

その他 24,284 22,030

販売費及び一般管理費合計 58,015 47,037

営業損失（△） △15,442 △9,312

営業外収益   

受取利息 14 10

受取配当金 3,552 4,515

不動産賃貸料 3,309 4,309

その他 1,638 1,481

営業外収益合計 8,515 10,316

営業外費用   

支払利息 8,630 8,308

支払補償費 1,277 229

その他 1,833 845

営業外費用合計 11,740 9,383

経常損失（△） △18,667 △8,380

特別利益   

投資有価証券売却益 － 15,271

特別利益合計 － 15,271

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△18,667 6,890

法人税、住民税及び事業税 254 254

法人税等調整額 △1,497 △1,497

法人税等合計 △1,243 △1,243

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△17,424 8,133

四半期純利益又は四半期純損失（△） △17,424 8,133



【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△17,424 8,133

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △54,317 3,204

その他の包括利益合計 △54,317 3,204

四半期包括利益 △71,742 11,338

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △71,742 11,338

少数株主に係る四半期包括利益 － －



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△18,667 6,890

減価償却費 27,575 23,688

賞与引当金の増減額（△は減少） 835 △302

受取利息及び受取配当金 △3,567 △4,525

支払利息 8,630 8,308

投資有価証券売却損益（△は益） － △15,271

売上債権の増減額（△は増加） △7,069 △22,076

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,951 9,609

仕入債務の増減額（△は減少） 2,778 △4,879

その他 2,263 2,160

小計 16,729 3,602

利息及び配当金の受取額 3,567 4,525

利息の支払額 △8,665 △9,754

法人税等の支払額 △508 △508

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,122 △2,134

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 － 33,359

有形固定資産の取得による支出 △20,951 △746

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,951 32,612

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △1,000 △7,000

長期借入金の返済による支出 △20,876 △8,040

リース債務の返済による支出 △409 △805

自己株式の取得による支出 △16 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,302 △15,845

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △32,130 14,633

現金及び現金同等物の期首残高 108,552 53,685

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  76,421 ※1  68,318



  

当社グループは、継続的に営業損失を計上し、当第２四半期連結累計期間においても9,312千円の営

業損失を計上しております。こうした状況から当社グループには、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在しております。  

当社グループは、当該状況を解消するため、当期において以下の対応策を講じております。 

１．受注の確保 

当社の取引先と協力し、高機能繊維を使用した高付加価値商品の開発に取り組むとともに新規取引

先の模索等に取り組み、経営陣が全力で受注確保に努めております。 

２．労務費の削減 

若年層への業務引継、技術継承のためコスト増となっておりましたが、引継等の完了及び製造担当

者の多能工化を図り、年間20百万円の削減を目標としております。  

３．販売費及び一般管理費の削減 

役員報酬の減額や人員配置の見直し等を実施し、年間20百万円の削減を目標としております。 

上記の対応策を実施しておりますが、これらの対策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に

関する重要な不確実性が認められます。 

なお、当四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上記のような重要な不確実性

の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。  
  
  

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表の掲載されている科目の金額と

の関係は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日)

現金及び預金 76,421千円 68,318千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― 千円 ― 千円

現金及び現金同等物 76,421千円 68,318千円



  

前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

当社グループの事業は、紡績糸の生産・販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記

載を省略しております。  

  

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しませんので記載してお

りません。 

  

 該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日)

  １株当たり四半期純利益金額 ― 0円66銭

  １株当たり四半期純損失金額 1円41銭 ―

   (算定上の基礎)

   四半期純利益金額(千円) ― 8,133

  四半期純損失金額(千円) 17,424 ―

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) ― 8,133

  普通株式に係る四半期純損失金額(千円) 17,424 ―

  普通株式の期中平均株式数(千株) 12,354 12,354

２ 【その他】



  

該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成25年11月14日

北日本紡績株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北
日本紡績株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間
(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 

  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北日本紡績株式会社及び連結子会社の平成
25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ
ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 

  
強調事項 
 継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上している状況にあ
り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由に
ついては当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよ
うな重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映されていない。 
 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    山   本   栄  一    印

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    前  川   慎 一  印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


